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はじめに 

 

市では、「市原市一般廃棄物処理基本計画」を策定し、『むだをなくし、ごみを

減らすライフスタイルへ～資源循環型社会に向けて～』を基本理念として掲げ、

ごみの減量化、分別、再資源化が市民、事業者、行政など、さまざまな主体によ

る、循環型社会の形成を目指しています。 

  

そこで、「市原市廃棄物の適正な処理及び減量に関する条例」において、事業

系ごみの減量に御協力いただけるよう、一定以上のごみを排出する事業者の皆

様に、事業系一般廃棄物減量等計画書」の作成と「事業系一般廃棄物管理責任者」

の選任をお願いしています。 

これにより、事業系ごみの排出実態を調査し、ごみの減量・リサイクルについて

の呼びかけ等につなげています。 

 

事業者の皆様におかれましては、一層の事業系一般廃棄物減量化に御理解く

ださるようお願い申し上げます。 
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１．事業系の廃棄物について 

１－１ 廃棄物の分類 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「法律」という）では、廃棄物を「一

般廃棄物」と「産業廃棄物」に分け、それぞれ法律の定めるところにより処理し

なければならないとしています。 

さらに、市原市廃棄物の適正な処理及び減量に関する条例（以下「条例」とい

う）では、一般廃棄物を「家庭系廃棄物（一般家庭の日常生活に伴って生じた廃

棄物）」と「事業系廃棄物（事業活動に伴って生じた廃棄物）」として規定してい

ます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「事業系一般廃棄物減量等計画書」は、事業系一般廃棄物を対象としております。 

 

１－２ 廃棄物に対する事業者の責務 

条例では、「事業者は、事業系廃棄物を自らの責任において適正に処理するとと

もに、事業系廃棄物の排出を抑制し、再生利用等を図ることにより、廃棄物の減量

に努めなければならない。」（第 4 条第 1 項）と事業者の処理責任が規定されてお

ります。 

また、条例第 4 条第 3 項では、「事業者は、廃棄物の適正な処理及び減量の推進

に関し、市の施策に協力しなければならない。」と規定されています。 

自らの責任において適正に処理するとは 

①自らの事務所内で処理する 

②自ら市の処理施設に搬入する 

③市長が許可した一般廃棄物処理業者に処理委託する 

④再生利用業者に処理委託する のいずれかの方法で処理することです 

事業系一般廃棄物 

事業活動で生じた廃棄物のうち、 

産業廃棄物以外のもの 

（例）生ごみ、紙くずなど 

廃
棄
物 

事業系廃棄物 

（事業所ごみ） 

家庭廃棄物 

（家庭ごみ） 

産業廃棄物（２０種類） 

事業活動で生じた廃棄物のうち    

法令で定められた廃棄物 

（例）汚泥、廃プラスチック類など 

※市原市では受入れ出来ません。 
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１－３ 事業系一般廃棄物排出量の推移 

本市における事業系一般廃棄物の排出量については、平成２７年度から平成

３０年度までの間、年間約６５１ｔ/年の減量化が進んでいたものの、房総半島

台風などによる災害廃棄物及び新型コロナウイルス感染症の影響もあり、実質

値は令和元年度で２３，０３２ｔ/年に増加しました。 

その後は、令和２年度 ２１，０１２ｔ/年、令和 3 年度 ２０，５２５ｔ/年、

令和４年度 ２０，３２７ｔ/年と減少傾向にありますが、今後も事業系一般廃棄

物排出量の減量や再資源化への取り組みが求められる状況です。 

     

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

１－４ 事業系一般廃棄物の処理方法 

事業系一般廃棄物の処理（収集・運搬等）を委託できる業者は、市原市長から

一般廃棄物処理業の『許可』を受けている業者に限られていますので、必ずこの

許可を受けている業者と契約をしてください。 

また、資源物（古紙類、空き缶、空き瓶、布類）を再生する目的で回収する業

者や食品リサイクル法第２１条第２項に規定する認定事業者の委託を受けて運

搬を行う場合等は、市原市長の許可は必要ありません。 

 

１－５ 産業廃棄物の処理方法 

産業廃棄物の処理については、千葉県知事の許可を受けた業者と契約してく

ださい。 

[問合せ先]千葉県産業資源循環協会：TEL０４３－２３９－９９２０ 
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２．多量排出業者について 

２－１ 多量排出事業者の定義 

多量排出事業者とは、事業系一般廃棄物の排出量が１ヵ月に平均３，０００

kg を超える事業者のことをいい、「市原市廃棄物の適正な処理及び減量に関す

る条例」及び「市原市多量排出事業者等の廃棄物の減量等に関する要綱」に規

定しています。 

 

２－２ 多量排出事業者の指導 

市は、事業系一般廃棄物の減量化及び適正処理を効率的に進め、実効性のあ

るものにするため、事業系一般廃棄物減量等計画書及び事業系一般廃棄物管理

責任者選任届出書が提出された場合は、その内容を審査し、必要な助言及び指

導を実施します。 

 

２－３ 多量排出事業者の責務（関係書類の提出） 

（１）事業系一般廃棄物減量等計画書の提出 

一般廃棄物の減量化や適正処理についての実績報告と今後の計画を定め

た「事業系一般廃棄物減量等計画書」（第１号様式）を４月１日基準に作成

し、提出してください。 

※事業系一般廃棄物減量等計画書記入例（５、８ページ）及び事業系一般廃

棄物減量等計画書（裏面）の作成留意事項（６～７ページ）をご参照の上

ご記入ください。 

※自動計算式を設定したエクセルをダウンロードすることもできます。 

市原市役所ホームページ「事業系ごみ処理のルール」 

https://www.city.ichihara.chiba.jp/article?articleId=611dee7bd6e92a

512e5489c3 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.ichihara.chiba.jp/article?articleId=611dee7bd6e92a512e5489c3
https://www.city.ichihara.chiba.jp/article?articleId=611dee7bd6e92a512e5489c3
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（２）事業系一般廃棄物減量等計画書 記入例（表面） 

 

事業系一般廃棄物減量化等計画書 

 

  年 月 日 

（あて先）市原市長 

住 所（所在地）市原市国分寺台中央 1-1-1 

届出者 

氏 名（名称及び代表者名） 

市原商事㈱  

代表取締役社長 市原 太郎㊞  

※押印は不要です。 

電話番号 0436（2２）１１１１ 

市原市廃棄物の適正な処理及び減量に関する条例第１７条第１項の規定により、事業系一般

廃棄物  減量等計画書を提出します。 

建 築 物 の 名 称 市原ビル 

建 築 物 の 所 在 地 市原市国分寺台中央 1-1-1 

事業系一般廃棄物管理 

責任者の職氏名及び連絡先 
（職）総務課長    （氏名）市原 次郎   （電話）0436（22）1111 

 

建 築 物 の 用 途  

 

事務所   小売店（スーパー等）   工場・研究所 

医療機関等   ホテル・結婚式場   学校   ゴルフ場 

倉庫・流通センター  その他（               ） 

※ 複合用途・貸しビルの場合、

テナント事業者名 
市原商事㈱・五井㈱・喫茶フクマス・市原堂 

建築物の利用状況 従業員数    230人  外来者数     50人／日 

建 築 物 の 規 模 等  延べ面積   3,500㎡    地上  5階／地下  2階 

収集運搬業者の回収日 月  火  水  木  金  土  （複数を○印で囲む） 

保 管 場 所 廃棄物  1ヶ所  10㎡、 再生利用物  1ヶ所  10㎡ 

減
量
、
資
源
化
及
び
適
正
な
処
理
に
関
す
る
計

画 

今 年 度 計 画 し て い る こ と  現在減量のために実施していること 

１ 紙類の分別・資源化 

（１） 新聞・段ボール・雑紙(誌)  

（２） ＯＡ紙 

（３） シュレッダー 

（４） その他（          ） 

２ 生ごみの資源化（堆肥・飼料） 

３ びん・缶・ペットボトルの資源化 

４ 包装材の使用抑制 

５ 社員教育の徹底 

６ その他（具体的に） 

１ 紙類の分別・資源化 

（１） 新聞・段ボール・雑紙(誌)  

（２） ＯＡ紙 

（３） シュレッダー 

（４） その他（          ） 

２ 生ごみの資源化（堆肥・飼料） 

３ びん・缶・ペットボトルの資源化 

４ 包装材の使用抑制 

５ 社員教育の徹底 

６ その他（具体的に） 

 

記入例（表面） 
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（３）事業系一般廃棄物減量等計画書（裏面）の作成留意事項 

①助言及び指導対象の基準について 

令和５年度の計画は以下の基準を満たすように作成をお願いします。 
 

業 種 基 準 

（１）小売店 
事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 98%未満、

若しくは資源化率 50%以上 

（２）公共施設  
事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 96%未満、

若しくは資源化率 50%以上 

（３）医療機関等 
事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 98%未満、

若しくは資源化率 10%以上 

（４）ゴルフ場  
事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 98%未満、

若しくは資源化率 15%以上 

（５）ホテル・飲食店  
事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 98%未満、

若しくは資源化率 20%以上 

（６）事務所、工場、 

倉庫、その他 

事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 98%未満、

若しくは資源化率 30%以上  

（市原市多量排出事業者等の廃棄物の減量等に関する要綱第 6 条関係） 

 

②廃棄物の内訳について 

廃棄物 内 訳 

紙類 

 ＯＡ用紙 上質紙、再生紙、コピー紙など 

 新聞 新聞紙、折り込みチラシ 

雑誌（紙） 

雑誌、書籍、カタログ、パンフレット、メモ

用紙、名刺、はがき、封筒、紙袋、紙箱、ノ

ート 

段ボール  

シュレッダー  

その他紙ごみ 
カーボン紙、ビニールコート紙、油紙、アル

ミ貼りの紙など 
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③資源物の分別徹底について 

平成１５年４月から、資源物のうち古紙類、飲食用のびん・缶は、きち 

んと分別して、一般廃棄物収集運搬許可業者に依頼するか、自分で再生利 

用業者に運ぶことがルールとなりましたので、資源物の分別徹底及び処理 

に留意し、作成をお願います。 

 

※資源物の分別方法、収集運搬業者、再生利用事業者の連絡先は、別添の 

冊子「事業系ごみの減量化・再資源化のヒント集」及びリーフレット 

「事業系ごみの適正処理について」をご参照ください。                

 

 

 

 

 

廃棄物 内 訳 

その他

資源 

飲食用びん・缶 

ジュースやビールのびん・缶、油や調味料の

びん・缶、ツナやフルーツなどの缶詰、油や

調味料のびん、佃煮などのびん 

ペットボトル  

厨芥類（生ごみ）  

布  

飲 食 用 以 外 の  

びん・缶 

食用と併せて処理している場合は、飲食用の

缶・びんの欄に記入 

その他可燃物 プラスチック容器、木・草など 

その他不燃物 ガラス製品、小型家電製品、粗大ごみなど 
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（４）事業系一般廃棄物減量等計画書 記入例(裏面)  

 

令和５年度の計画は、（３）作成  

留意事項①（６ページ）の基準を

満たすように計画の作成をお願い

します。 

 

記入例（裏面） 

※自動計算式を設定したエクセルをダウンロード可能です。（４ページ参照） 



- 9 - 

 

（５）事業系一般廃棄物管理責任者選任（変更）届出書の提出 

事業者は、事業系一般廃棄物管理責任者を選任または変更した場合、「事業系一 

般廃棄物管理責任者選任（変更）届出書」（第２号様式）を提出してください。 

なお、事業系一般廃棄物管理責任者の役割と職務は、次のとおりです。 

①建築物から排出される事業系一般廃棄物の種類、量、処理方法の把握 

②事業系一般廃棄物減量の計画を立てるとともに、適正処理のための組織体制 

の整備 

③事業系一般廃棄物の減量・分別の方法について事業者・社員への啓発 

④資源回収業者、ごみ収集運搬業者、建築物管理会社との調整 

⑤計画内容の定期的な検証 

⑥市の行う施策への協力 

 

（６）事業系一般廃廃棄物管理責任者選任（変更）届出書（記入例） 

様式第２号（第４条関係）  

 
 

事業系一般廃棄物管理責任者選任（変更）届出書 

                           

  年  月  日 

  （あて先） 市 原 市 長 

           事業者）住  所 市原市国分寺台中央１－１－１  

                        市原商事㈱ 

                   氏  名 代表取締役社長 市原 太郎 印 

                       （名称及び代表者氏名） 

                           ※押印は不要です。 

 

市原市廃棄物の適正な処理及び減量に関する条例第１８条第１項により、 

次のとおり届け出ます。 

 

建築物の所在地 市原市国分寺台中央１－１－１ 

建築物の名称 市原ビル 

 

選    任 変  更  前 

職  名   総務課長   

（ フリガナ ） イチハラ ジロウ 

  氏 名  市原 次郎    

(電話)  0436(22)1111 内線 1234 
 

（ フリガナ ） 

氏 名           

変更日   年  月  日 

 変更事由 

※変更がない場合でも提出をお願いします。 

 

記入例 
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３．廃棄物の処理及び清掃に関する法律（抜粋） 

 （目的） 

第１条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、

収集、運搬、再生処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

 

 （事業者の責務） 

第３条 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において、

適正に処理しなければならない。 

２ 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用等を行うことに

よりその減量に努めるとともに、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、

容器等が廃棄物となった場合における処理の困難性についてあらかじめ自ら

評価し、適正な処理が困難にならないような製品、容器等の開発を行うこと、

その製品、容器等に係る廃棄物の適正な処理の方法についての情報を提供す

ること等により、その製品、容器等が廃棄物となった場合においてその適正な

処理が困難になることのないようにしなければならない。 

３ 事業者は、前二項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理

の確保等に関し国及び地方公共団体の施策に協力しなければならない。 

 

 （市町村の処理） 

第６条の２（１．２．３．６項は省略） 

４ 土地又は建物の占有者は、その土地又は建物内の一般廃棄物のうち、生活環

境の保全上支障のない方法で容易に処分することができる一般廃棄物につい

ては、なるべく自ら処分するように努めるとともに、自ら処分しない一般廃棄

物については、その一般廃棄物処理計画に従い当該一般廃棄物を適正に分別

し、保管する等市町村が行う一般廃棄物の収集、運搬及び処分に協力しなけれ

ばならない。 

５ 市町村長は、その区域内において事業活動に伴い多量の一般廃棄物を生ず

る土地又は建物の占有者に対し、当該一般廃棄物の減量に関する計画の作成、

当該一般廃棄物を運搬すべき場所及びその運搬の方法その他必要な事項を指

示することができる。 
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４．市原市廃棄物の適正な処理及び減量に関する条例（抜粋） 

 （目的） 

第１条 この条例は、市、事業者及び市民が一体となって、廃棄物を適正に処理

し、及び廃棄物の排出抑制、再生利用等による廃棄物の減量を行うことにより、

生活環境の保全、公衆衛生の向上及び資源の有効な利用を図り、もって市民の

健康で快適な生活環境の確保に資することを目的とする。 

 

 （事業者の責務） 

第４条 事業者は、事業系廃棄物を自らの責任において適正に処理するととも

に、事業系廃棄物の排出を抑制し、再生利用等を図ることにより、廃棄物の減

量に努めなければならない。 

２ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、長期間使用することが可能な

製品、容器等の開発に努めるとともに、それらの修理及び回収体制の確保等に

より廃棄物の減量に努めなければならない。 

３ 事業者は、廃棄物の適正な処理及び減量の推進に関し、市の施策に協力しな

ければならない。 

 

 （多量排出事業者の責務） 

第１６条 多量排出事業者等（市長が事業系一般廃棄物を多量に排出すると認

める者をいう。以下同じ。）は、廃棄物の排出を抑制し、再生利用を行うこと

により廃棄物の減量に努めるとともに、廃棄物の適正な処理を図らなければ

ならない。 

 

 （計画書の提出等） 

第１７条 多量排出事業者等は、自ら所有し、又は管理する建築物等（以下「事

業用建築物等」という。）から生ずる事業系一般廃棄物の減量及び適正な処理

に関し、市長が別に定める計画書（以下単に「計画書」という。）を提出しな

ければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 市長は、計画書に関し、事業系一般廃棄物の減量の推進及び適正な処理のた

め必要があると認めたときは、多量排出事業者等に対し、期限を定めて、計画

書の変更を指示することができる。 
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 （事業系一般廃棄物管理責任者） 

第１８条 多量排出事業者等は、別に定めるところにより、事業系一般廃棄物管

理責任者を、市長に届け出なければならない。これを変更したときも、同様と

する。 

２ 事業系一般廃棄物管理責任者は、事業用建築物等から生ずる一般廃棄物の

減量及び適正な処理に関し、計画書の内容を達成するよう努めなければならな

い。  
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５．市原市多量排出事業者等の廃棄物の減量等に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市原市廃棄物の適正な処理及び減量に関する条例（以下

「条例」という。）第１６条、第１７条及び第１８条に規定する多量排出事業

者等の事業系一般廃棄物の減量化及び適正な処理に関して必要な事項を定め

る。 

 

（対象） 

第２条 条例第１６条に規定する多量排出事業者等は、ごみの排出量が１か月

あたり平均３トンを超える事業者等（当該事業者の占有する建築物の管理に

責任を有する者を含む。）をいう。ただし、次に掲げるものはこの限りではな

い。 

(1) 臨時的に多量の廃棄物を排出したと認められる場合 

(2) その他、特に市長が多量排出事業者等に該当しないと認めた場合 

 

（計画書） 

第３条 条例第１７条第１項に定める計画書は、市原市事業系一般廃棄物減量

等計画書（別記様式第１号）とする。 

２ 前項の計画書は、毎年４月１日を基準日として作成し、遅滞なく市長に提出

しなければならない。 

 

 （事業系一般廃棄物管理責任者） 

第４条 多量排出事業者等は、条例第１８条第１項に基づき、毎年、事業系一般

廃棄物管理者を選任し、事業系一般廃棄物管理者選任（変更）届（別記様式第

２号）を市長に提出しなければならない。 

  ただし、同一敷地内又は近接する場所に存する二以上の事業所の所有者が

同じである場合で、一人の管理責任者が当該二以上の事業所の管理責任者と

なっても、その職務を遂行するにあたって特に支障がないときはこの限りで

ない。  

 

（助言及び指導） 

第５条 市長は、第３条に規定する計画書について、廃棄物の減量等に関する必

要な助言及び指導を行うことができる。 
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（助言及び指導の基準） 

第６条 前条の助言及び指導は、次の各号の基準に該当する多量排出事業者等

に対し行うものとする。ただし、基準に該当することについて、特段の事情が

あると認められる場合はこの限りではない。 

(1)小売店 事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 98%以上で、かつ資源化率

50%未満の事業所   

(2)公共施設 事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 96%以上で、かつ資源化率

50%未満の事業所  

(3)医療機関等 事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 98%以上で、かつ資源化

率 10%未満の事業所  

(4)ゴルフ場 事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 98%以上で、かつ資源化率

15%未満の事業所  

(5)ホテル・飲食店 事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 98%以上で、かつ資

源化率 20%未満の事業所  

(6)事務所、工場、倉庫、その他 事業系一般廃棄物の対前年度排出量比 98%以

上で、かつ資源化率 30%未満の事業所  

(7)その他、市長が特に必要と認める事業所  

 

（その他） 

第７条 その他、多量排出事業者等の廃棄物処理の減量等に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１．この要綱は平成２１年６月１６日から施行する。 

（市原市多量排出事業者等の減量化指導要綱の廃止） 

２．市原市多量排出事業者等の減量化指導要綱（平成８年１月１日施行）は、廃

止する。 

附 則 

（施行期日） 

１．この要綱は平成２１年７月１日から施行する。 

     


